
主

再

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

事 務 事 業 マ ネ ジ メ ン ト シ ー ト （ 平 成 ２ ９ 年 度 実 施 分 ）
事業区分 重点

事業名 事業所省エネ計画書制度 基 本 計 画

所管課
環境局環境政策部
環境・エネルギー対策課

背
景

事業を始めた理由（きっかけ）は何か
施策コード

4-1-1

開始年度 平成29年度（平成30年度より運用開始)

根拠法令 なし

施
策
成
果
指
標

業務部門における延床面積1㎡あたりの
エネルギー消費量
（H34年度目標値：0.82GJ）

本市は，大規模事業所が少なく，省エネ法対象外
の事業所の占めるエネルギー消費割合が高い特
性から，当該事業所への省エネ対策の強化が必
要である。（今後も事業所の延床面積の増加が見
込まれ，消費量の増加も予測されている）

分野別目標 人と地球にやさしい、持続可能な都市が構築されている

施策 地球温暖化対策の推進と自律分散型エネルギー社会の構築

行政計画 福岡市地球温暖化対策実行計画 事業群 省エネルギーの推進

対
象

誰（何）を対象として行うのか

実
施
内
容

（
手
段

）

平成29年度，目的達成に向けてどのような方法で何を行ったのか

事
業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか
市内事業者が，自律的・計画的に省エネに取組むことによ
り，さらなる省エネが進んでいる状態。省エネが推進するこ
とにより，業務部門のエネルギー消費量・二酸化炭素排出
量の削減を促進。

前年度決算額・翌年度予算額

年度 H28 H30

歳出合計

事業費（千円）
市内事業者
（原油換算エネルギー消費量750kL/年以上の事業所） 一定規模以上の事業所に対して，省エネ計画書の提出を促し，自律的・計

画的な取組を支援する「事業所省エネ計画書制度」の運用開始に向け，制
度内容を検討・決定
※制度検討にあたっては，業務委託により，市内事業所のエネルギー消費
状況の把握・分析や，事業所向けアンケートや訪問調査等の実態調査を実
施

平成29年度決算額（見込額）

歳出合計 4,767

歳
入

特定財源

11,648

歳
入

特定財源

一般財源 0 11,648

一般財源 4,767

事
業
フ
ロ
ー

（
ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

）

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ ②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ ③中間ｱｳﾄｶﾑ ④最終ｱｳﾄｶﾑ
（どんな活動を行うのか） （活動の結果，どうなるのか） （その結果，対象はどうなるのか） （その結果，市としてどうなるのか）

・事業所省エネ計画書制度を運用する
・事業所に対する省エネサポートを実施す
る

・事業所省エネ計画書制度に参加する
・省エネサポート等を通じて，省エネ対策が
実施される

・業務部門におけるエネルギー消費量及び
二酸化炭素排出量が削減される

注1：国等のデータを基に算定する必要があるため，
H29年度の集計結果が出るのがH31年度となる。現在
把握している最新のH27年度実績は0.88GJ/㎡であ
り，H28年度目標0.98GJ/㎡に対して，既に目標を達
成している状況であるため，H29年度の目標も達成で
きる見込みである。

・業務部門における二酸化炭素排出量の削
減により，人と地球にやさしい，持続可能な
都市が構築されている

活
動
の
指
標

指標の内容
実績 目標 成

果
の
指
標

（
K
P
I

）

指標の内容
実績 目標

年度 H28年度 H29年度 H30年度 最終年度 年度 H28年度 H29年度 H30年度 最終年度

実績

事業所省エネ計画書制度
参加事業所数（累計）

目標 - －

30
H33年度 業務部門における延床面

積1㎡あたりのエネルギー
消費量(GJ)

目標 0.98 0.87

0.86
H34年度

実績 - －
120

実績 30年度に集計 31年度に集計（注1）

0.82
達成率 - － 達成率 － －
目標 H　年度
実績
達成率 達成率

目標 H　年度



主

再

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

行政計画

事 務 事 業 マ ネ ジ メ ン ト シ ー ト （ 平 成 ２ ９ 年 度 実 施 分 ）

事業名 地域集団回収等の支援（地域集団回収等報奨制度，拠点での支援物回収事業） 基 本 計 画

所管課
環境局循環型社会推進部
資源循環推進課

背
景

事業を始めた理由（きっかけ）は何か
施策コード

4-2-1

開始年度 集団H3,拠点H8,民間協力H12 分野別目標 人と地球にやさしい、持続可能な都市が構築されている

根拠法令 なし 施策 循環型社会システムの構築

施
策
成
果
指
標福岡市一般廃棄物処理基本計画

ごみ処理量
（H34年度目標値：49万トン）

リサイクル率
（H34年度目標値：36％）

　長年に渡る地域主体による資源物回収は，古紙の戸別回収（行政
回収）に代わる制度として定着しており，報奨制度により支援を行うこ
とで，これらの団体の活動資金になるだけでなく，地域コミュニティづく
りの資金として市民に還元されている。また，紙ごみの減量・リサイク
ルの促進を目的に地域集団回収を補完する古紙リサイクル事業の一
つとして拠点回収事業を実施。

対
象

誰（何）を対象として行うのか

実
施
内
容

（
手
段

）

平成29年度，目的達成に向けてどのような方法で何を行ったのか

事
業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか
・地域集団回収等の実施団体が，地域での資源物回収活
動を活発，継続的に行う。
・多くの市民が古紙等の資源物回収に参加する。

・地域集団回収等の実施団体
・古紙等の資源物を排出する市民

○地域集団回収等報奨実施要綱に基づき，地域集団回収等実施団体に対し，回収
量に応じた報奨金等を交付。
　対象団体数　1,976団体　報奨金　217,058,170円
○市民の身近な場所に回収拠点を設置
①紙リサイクルボックス　１か所増（4増3減，計326か所）
②校区紙リサイクルステーション　1か所増（1増０減，計97か所）
③区役所・市民センター等資源物回収ボックス　（増減なし，計9か所）
④民間協力店　（計68か所）

○単身世帯向け啓発
単身世帯マンション管理会社，古紙回収業者と協働し，古紙リサイクルへの参加促

進のためマンションでの資源物回収をモデル的に実施
　実施マンション数　45箇所　回収量　15,257ｋｇ

年度 H28 H30

歳出合計 413,488

事業費（千円）

一般財源 0

平成29年度決算額（見込額）

歳出合計 245,813

事業群 ３Ｒの推進

0 0

前年度決算額・翌年度予算額

指標の内容

H32年度

418,981

歳
入

特定財源 413,488 418,981

一般財源

達成率

H　年度

歳
入

特定財源 245,813

事
業
フ
ロ
ー

（
ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

）

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ ②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ ③中間ｱｳﾄｶﾑ ④最終ｱｳﾄｶﾑ
（どんな活動を行うのか） （活動の結果，どうなるのか） （その結果，対象はどうなるのか） （その結果，市としてどうなるのか）

・実施団体が，報奨金等をもとに活動を実
施，継続することができる。
・市民が資源物回収に参加しやすくなる。
・市民が資源物リサイクルの知識を増やしリ
サイクル意識が向上する。

・実施団体による資源物回収が活発，継続
的に実施される。
・市民が古紙等の資源物を回収拠点に持ち
込み，家庭ごみとして排出しなくなる。

・ごみ処理量が削減される。
・リサイクル率が向上する。

活
動
の
指
標

指標の内容
実績 目標 成

果
の
指
標

（
K
P
I

）

目標
実績

地域集団回収等実施団体
数

目標 1,995 2,023

1,988実績 1,969 1,976

重点事業区分

98.7% 97.7% 達成率

52,439

52,586503 500 実績 39,337 36,370
98.8% 97.8% 達成率 75.2% 69.4%

509 H37年度

515

H　年度

53,614

・集団回収の回収量に応じた報奨金等を交
付する。
・資源物回収拠点を増設・修繕する。
・古紙等の資源物リサイクルの方法や回収
場所について市民に啓発する。

実績
達成率

回収拠点設置数（か所）

目標 目標 52,304

目標
年度 H28年度 H29年度 H30年度 最終年度 年度 H28年度 H29年度

実績
H30年度 最終年度

511

509
集団回収等によるリサイク
ル量（トン）



主

再

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

事 務 事 業 マ ネ ジ メ ン ト シ ー ト （ 平 成 ２ ９ 年 度 実 施 分 ）
事業区分 重点

事業名 使用済小型電子機器回収事業 基 本 計 画

所管課
環境局循環型社会推進部
資源循環推進課

背
景

事業を始めた理由（きっかけ）は何か
施策コード

4-2-1

開始年度 平成25年度

根拠法令 使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律

施
策
成
果
指
標

ごみ処理量
（H34年度目標値：49万トン）

リサイクル率
（H34年度目標値：36％）

民間事業者が事業主体となって，北九州市と共
同でモデル事業を行ってきたが，平成25年４月の
法施行に伴い，市が主体となって本格実施をする
ことになったもの。

分野別目標 人と地球にやさしい、持続可能な都市が構築されている

施策 循環型社会システムの構築

行政計画 福岡市一般廃棄物処理基本計画 事業群 ３Ｒの推進

対
象

誰（何）を対象として行うのか

実
施
内
容

（
手
段

）

平成29年度，目的達成に向けてどのような方法で何を行ったのか

事
業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか
家庭から排出される使用済小型電子機器を市民が自ら回
収ボックスへ持ち込む。

前年度決算額・翌年度予算額

年度 H28 H30

歳出合計 717

事業費（千円）
使用済小型電子機器を排出する市民 ・回収ボックスでの回収

区役所やスーパーマーケット等65か所に設置した回収ボックスで回収を実
施した。
・粗大ごみからのピックアップ回収
回収品目拡大及び回収量増加のため，粗大ごみからのピックアップ回収を
行った。
・民間事業者との連携
宅配便を活用した小型電子機器の回収を行っている民間事業者と協定を
結び，広報を行う等により市で回収しない小型電子機器について再資源化
を促進した。

平成29年度決算額（見込額）

歳出合計 715

歳
入

特定財源 715

1,071

歳
入

特定財源 717 1,071

一般財源 0 0

一般財源 0

事
業
フ
ロ
ー

（
ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

）

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ ②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ ③中間ｱｳﾄｶﾑ ④最終ｱｳﾄｶﾑ
（どんな活動を行うのか） （活動の結果，どうなるのか） （その結果，対象はどうなるのか） （その結果，市としてどうなるのか）

・回収ボックスで回収を行う。
・回収事業について周知を図る（市政だよ
り，ホームページ，ポスター掲示）
・回収方法の検討を行う。

・市民が使用済小型電子機器を持ち込み
やすくなる。
・市民が使用済小型電子機器を資源物とし
て回収できることを知る。

・市民が回収ボックスに使用済小型電子機
器を持ち込む。
・市民が回収対象品目を燃えないごみとし
て排出しない。
・使用済小型電子機器のリサイクル意識が
向上する。

・ごみ処理量の削減。
・リサイクル率の増加。

活
動
の
指
標

指標の内容
実績 目標 成

果
の
指
標

（
K
P
I

）

指標の内容
実績 目標

年度 H28年度 H29年度 H30年度 最終年度 年度 H28年度 H29年度 H30年度 最終年度

実績 29,411

回収ボックスの設置数

目標 66 66

66か所
H　年度

回収ボックスからの回収量
(㎏)

目標 4,500 4,500

5,000
H　年度

実績 63 65 実績 4,264 5,519
達成率 95.5% 98.5% 達成率 94.8% 122.6%

35,445
目標 H　年度
実績

達成率 達成率 91.9% 110.8%
粗大ごみからの回収量(㎏)

目標 32,000 32,000

32,000
H　年度



主

再

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

事 務 事 業 マ ネ ジ メ ン ト シ ー ト （ 平 成 ２ ９ 年 度 実 施 分 ）
事業区分 重点

事業名 事業系ごみ資源回収推進事業 基 本 計 画

所管課
環境局循環型社会推進部
資源循環推進課

背
景

事業を始めた理由（きっかけ）は何か
施策コード

4-2-1

開始年度 平成15年度

根拠法令 なし

施
策
成
果
指
標

ごみ処理量
（H34年度目標値：49万トン）

リサイクル率
（H34年度目標値：36％）

事業系ごみの資源化にあたっては，自己処理責任のもと，事
業者の自主性に委ねるだけでは資源化が進まない現状があ
る。そのため，事業系古紙をはじめとして，事業者の資源化
に向けた取組みを支援する必要がある。なお，平成23年度
からは「事業系ごみ資源化推進ファンド」を活用し支援を行っ
ている。

分野別目標 人と地球にやさしい、持続可能な都市が構築されている

施策 循環型社会システムの構築

行政計画 福岡市一般廃棄物処理基本計画 事業群 ３Ｒの推進

対
象

誰（何）を対象として行うのか

実
施
内
容

（
手
段

）

平成29年度，目的達成に向けてどのような方法で何を行ったのか

事
業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか
事業者が排出する事業系可燃ごみの内，約45％を占める
紙類,約25％を占める食品廃棄物の減量・資源化を推進し，
ごみとして処理するのではなく，確実にリサイクルする状態
にする。

前年度決算額・翌年度予算額

年度 H28 H30

歳出合計 17,991

事業費（千円）
福岡市内の事業者 事業系ごみ資源化推進ファンドを活用し以下の事業を実施

●事業系ごみ資源化情報発信事業（H24年3月～HP作成，資源化情報の発信，古紙回収マッチングサー
ビス，ルールブックの配布，もったいない！食べ残しをなくそう福岡エコ運動等）
【古紙の資源化に関する事業】
●事業系古紙回収推進事業（H15年～関連業界との連携による効率的な古紙回収システムの構築・拡
大）
●資源物回収協定制度（H23年～古紙回収業者との協定締結，市HPでのPR）
●ごみ収集許可業者の収集ルートを活用した新たな古紙回収の取組みの周知（H30年3月～）
【食品廃棄物の減量・資源化に関する事業】
●事業系食品廃棄物リサイクル推進事業（H21年～25年リサイクルルート構築支援，Ｈ26年～食品リサイ
クル施設を活用した啓発・施設見学会等）
●フードバンク活動の広報啓発（Ｈ29年～）

平成29年度決算額（見込額）

歳出合計 5,898

歳
入

特定財源 5,898

26,011

歳
入

特定財源 17,991 26,011

一般財源 0 0

一般財源 0

事
業
フ
ロ
ー

（
ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

）

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ ②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ ③中間ｱｳﾄｶﾑ ④最終ｱｳﾄｶﾑ
（どんな活動を行うのか） （活動の結果，どうなるのか） （その結果，対象はどうなるのか） （その結果，市としてどうなるのか）

・市内事業者への事業系ごみ資源化発信サイトの広報及び情報発信を行う
・食品関連事業者への啓発
・もったいない！食べ残しをなくそう福岡エコ運動の広報啓発を行う
・福岡エコ運動協力店を活用し，食品ロス削減に取り組む
・フードバンク活動の広報啓発

・古紙・食品廃棄物のリサイクルに取り組む事業
者が増え，事業系ごみのリサイクル促進が定着
する。
・飲食店等での食べ残しが減り，ごみの排出量
が削減する。
・食品製造，流通の過程でフードバンクへの寄
付量が増え，ごみの排出量が削減する。

・古紙・食品廃棄物のリサイクル量が増え
る。
・古紙・食品廃棄物の排出量が減少する。

・ごみ処理量の減少
・リサイクル量の増加

活
動
の
指
標

指標の内容
実績 目標 成

果
の
指
標

（
K
P
I

）

指標の内容
実績 目標

年度 H28年度 H29年度 H30年度 最終年度 年度 H28年度 H29年度 H30年度 最終年度

実績 6,537

古紙マッチングサービス利
用申し込み件数

目標 70 70

70
H　年度

事業系古紙リサイクル量(ｔ)

目標 150,392 152,182

153,972
H37年度

実績 80 80 実績 171,999 集計中
166,602

達成率 114.3% 114.3% 達成率 114.4% -

集計中
18,000

メールマガジンによる情報
発信数

目標 6 6

6
H　年度

実績 6 6
達成率 100.0% 100.0% 達成率 102.1% -

事業系食品廃棄物リサイク
ル量(ｔ)

目標 6,400 7,700

7,700
H37年度



主

再

【事業概要】

【ロジックモデル・指標の達成度】

事 務 事 業 マ ネ ジ メ ン ト シ ー ト （ 平 成 ２ ９ 年 度 実 施 分 ）
事業区分 重点

事業名 ふくおかの環境技術を活かした国際貢献・展開 基 本 計 画

所管課
環境局環境政策部
環境政策課

背
景

事業を始めた理由（きっかけ）は何か
施策コード

8-6-1

開始年度 平成9年度

根拠法令 なし

施
策
成
果
指
標

視察・研修受入人数
（H34年度目標値：1,700人）　平成9年に本市で開催されたアジア太平洋都市

サミットを契機に準好気性埋立構造「福岡方式」へ
の関心が高まり，アジア諸国を中心に技術者の派
遣，現地での技術指導などの国際協力を行ってき
た。

8-3-1

分野別目標 国際競争力を有し、アジアのモデル都市となっている

施策 アジアの諸都市などへの国際貢献・国際協力の推進

行政計画 福岡市環境基本計画 事業群 国際貢献・国際協力の推進

対
象

誰（何）を対象として行うのか

実
施
内
容

（
手
段

）

平成29年度，目的達成に向けてどのような方法で何を行ったのか

事
業
目
的

対象をどのような状態にしたいのか
「福岡方式」をはじめ，本市が有する環境技術が普及し，対
象地域の環境が改善される。

前年度決算額・翌年度予算額

年度 H28 H30

歳出合計 1,624

事業費（千円）
アジア太平洋諸国の自治体 ○職員の派遣（廃棄物処理に係る国際技術協力実績）

　・派遣者数　110名（12ヵ国，63件）【累計】
 ※平成29年度は，ミャンマー・ヤンゴン市の埋立場現地調査・協議等に6回
(延べ15名)の職員を派遣した。

○廃棄物埋立技術「福岡方式」を学ぶ研修員の受け入れ【平成29年度】
　・研修員　　15名（11ヵ国）　※ミャンマー，ケニアなど
　・視察者　 315名（46ヵ国）　※タイ，スリランカ，マレーシアなど

平成29年度決算額（見込額）

歳出合計 6,162

歳
入

特定財源 3,146

11,333

歳
入

特定財源 0 3,189

一般財源 1,624 8,144

一般財源 3,016

事
業
フ
ロ
ー

（
ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

）

①活動ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ ②結果ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ ③中間ｱｳﾄｶﾑ ④最終ｱｳﾄｶﾑ
（どんな活動を行うのか） （活動の結果，どうなるのか） （その結果，対象はどうなるのか） （その結果，市としてどうなるのか）

・「福岡方式」など，福岡市が有する環境技
術を積極的にＰＲするとともに，これに対す
るニーズを踏まえ，技術協力を実施する。

・技術協力を実施した地域において環境技
術が向上し，その地域の環境が改善され
る。

・技術協力を受けた地域において，福岡市
が有する環境技術を自らの手で活用できる
ようになり，さらに，それぞれの地域を拠点
に，その環境技術が他地域にも広がる。

・アジア太平洋地域における広域的な環境
改善が進み，それが本市の環境改善にも
寄与する。また，本市の環境都市としての
認知度が高まる。

活
動
の
指
標

指標の内容
実績 目標 成

果
の
指
標

（
K
P
I

）

指標の内容
実績 目標

年度 H28年度 H29年度 H30年度 最終年度 年度 H28年度 H29年度 H30年度 最終年度

350
達成率 101.8% 106.8% 達成率 64.8% 94.3%

目標 400 350

350
H32年度

実績 57 63
66

259 330

H　年度
実績

実績

H　年度
実績
目標

技術協力（職員海外派遣）
実施件数（累計）

目標 56 59

66
H30年度

研修・視察受入人数

達成率 達成率

目標




